
社協評価事業（社協力向上プロジェクト事業）総括評価 

 

社協名 社会福祉法人 下関市社会福祉協議会 

第三者評価日 平成２７年１２月１５日（火） 

現時点の 

社協力 

（第三者評価者の視点）「社協の現在の姿の一部」 

・大規模社協でありながら、全職員に向けた人材養成の意識が高く、会長の指

揮のもと、会議や職員研修を効率的に実施している。 

・生活困窮者自立支援事業や社会福祉法人の地域貢献に係る協議体の設立等、

今後社協にとって重要となる事業に積極的に取り組んでいる。 

・地域福祉活動計画に基づき、支援が必要な地域圏域を検討し地区社協、自治

会福祉部の設置を進めながら、計画的な事業展開を意識している。 

 

（下関市社協側の視点）「強み：ＰＲポイント」 

・大規模社協でありながら、全職員に向けた人材養成の意識が高く、会長の指

揮のもと、会議や職員研修を効率的に実施している。 

・『生活困窮者自立支援事業』や社会福祉法人の地域貢献に係る協議体の設置

等、今後の社協にとって重要な事業に積極的に取組んでいる。 

・地域福祉活動計画に基づき、自治会福祉部の設置を進める等、計画的に事業

展開を図っている。 

 

３年後に 

めざす社協像 

社協の使命について役職員の意思統一のもと、職員の資質向上と安定的な財源

確保を図り、組織基盤を強化するとともに、地域の実情や住民ニーズに基づく

地域福祉活動を展開する。 

社協力向上 

経過レポート 

（平成２８年度） 

【目標 1 財政基盤を安定させる取組の強化】 

《実施状況》 

・山口県社協モデル事業の活用 

《成果》 

 ・地域福祉活動を推進するための財源確保 

 

【目標 2 職員の資質向上を図る取組の強化】 

《実施状況》 

・研修計画に基づく職員研修の実施 

・外部研修への積極的参加 

・ボランティアコーディネーターの配置 

《成果》 

・本会の実施する事業に対する理解促進及び専門性の向上 

・ボランティア調整等に関する専門性強化 



 

【目標 3 地域福祉活動の実態把握と住民ニーズを把握する取組の強化】 

《実施状況》 

・小地域福祉活動強化推進事業の実施 

・地区社協や単位自治会に対する相談支援 

・地区社協巡回訪問〔懇談会〕の実施 

《成果》 

 ・地区社協や単位自治会が抱える課題の把握 

・地域の課題及び実情の確認 

 

（平成２９年度） 

【目標 1 財政基盤を安定させる取組の強化】 

《実施状況》 

・新規事業の受託（下関市生活支援体制整備事業） 

・山口県社協モデル事業の活用 

《成果》 

 ・受託事業財源活用による地域福祉推進部門の人材確保 

・地域福祉活動を推進するための財源確保 

 

【目標 2 職員の資質向上を図る取組の強化】 

《実施状況》 

・研修計画に基づく職員研修の実施 

・外部研修への積極的参加 

《成果》 

 ・「法改正」に対する理解促進 

・各種事業における専門性の向上 

 

【目標 3 地域福祉活動の実態把握と住民ニーズを把握する取組の強化】 

《実施状況》 

・第３期下関市地域福祉活動計画策定に伴う「地域と暮らしと福祉に関する

調査」の実施 

・ふれあい・いきいきサロン訪問調査の実施 

・小地域福祉活動強化推進事業の実施 

・地区社協や単位自治会に対する相談支援 

・生活支援体制整備事業（第２層協議体）を活用した住民アンケートの実施

や関係機関との連携によるニーズ把握 

《成果》 

 ・住民ニーズの把握 

・ふれあい・いきいきサロンが抱える課題の把握 

・地区社協や単位自治会が抱える課題の把握 



・地域の課題及び実情の確認 

・既存の事業からニーズを把握する取組の推進 

 

（平成３０年度） 

【目標 1 財政基盤を安定させる取組の強化】 

《実施状況》 

・受託事業の継続受託 

・山口県社協モデル事業の活用 

《成果》 

 ・受託事業財源活用による地域福祉推進部門の人材確保 

・地域福祉活動を推進するための財源確保 

 

【目標 2 職員の資質向上を図る取組の強化】 

《実施状況》 

・研修計画に基づく職員研修の実施（共通研修、支所別研修） 

・外部研修への積極的参加 

《成果》 

 ・支所別研修の実施 

・各種事業における専門性の向上 

 

【目標 3 地域福祉活動の実態把握と住民ニーズを把握する取組の強化】 

《実施状況》 

・第３期下関市地域福祉活動計画策定に伴う「地域と暮らしと福祉に関する

調査」結果の活用（計画地区別説明会開催） 

・ふれあい・いきいきサロン訪問調査の実施 

・小地域福祉活動強化推進事業の実施 

・単位自治会や地区社協に対する相談支援や助成金事業の実施 

・小地域福祉活動推進交流研修会の開催（情報交換会） 

・生活支援体制整備事業（第２層協議体）を活用した住民アンケートの実施

や関係機関との連携によるニーズ把握 

《成果》 

 ・調査結果の分析に基づく地区別の地域福祉活動の提案 

・ふれあい・いきいきサロンが抱える課題の把握 

・地区社協や単位自治会が抱える課題の把握 

・地域の課題及び実情の確認 

・既存の事業からニーズを把握する取組の推進 

 

 


